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（論文内容の要旨） 

第Ⅰ章では，本論文の背景，目的，方法について説明した。国内の都市地理学研究

では，1990年代後半以降，日本の大都市圏が直面する人口や経済の構造的な停滞局面

は，既存の成長パラダイムが通用しないポスト成長（post-growth）への歴史的転換と

位置付けられている。こうした中で，都市研究の重要なテーマである大都市圏におけ

る住宅・土地市場の空間的動態について，欧米の縮小都市（Shrinking cities）に関

する議論では，従来有効とされてきた都市発展段階モデルに対して異議が唱えられて

いる。ここに，ポスト成長という文脈において日本の大都市圏における住宅・土地市

場の空間的動態を詳細に検討する意義があることを主張した。また，縮小都市に関す

る研究では，経済のグローバル化と都市間競争の激化を背景とした地理的不均等発展

の結果として，縮小都市の出現が議論されている。これを踏まえると，1980年代以

降，国内都市システムの中で地位低下が著しい大阪大都市圏は，人口減少と経済的衰

退の観点から縮小可能性の高い世界最大規模の都市圏として位置付けられる。そこ

で，本論文では，大阪大都市圏を取り上げ，ポスト成長時代における大都市圏の空間

的動態を住宅・土地市場に着目して明らかにすることを目的とした。 

続く第Ⅱ章では，大都市圏における住宅・土地市場について，従来有効とされてき

た既往の理論や枠組みが適用しにくくなっている局面を踏まえて，1990年代後半以降

の国内の大都市圏を対象にした先行研究の問題点を指摘した。そして，ポスト成長時

代の大都市圏における住宅・土地市場を検討する本論文の論点を二点提示した。1990

年代後半以降，日本の大都市圏の住宅・土地市場は，都心部のホットスポット（都心

部のマンション供給）と郊外のコールドスポット（郊外住宅団地の空き家問題）とい

う二分法的かつ対照的な図式に基づいて理解されている。特に，都心部では，バブル

経済崩壊後の地価下落と政府による建築規制の緩和，不動産の金融化を背景に，資本

による不動産市場の支配が強まっている。 

しかし，少産少死世代のライフコースの多様化やマスハウジングシステムからの転

換を踏まえると，都心部のマンション供給と郊外住宅団地の衰退に焦点を当てるだけ

では不十分であることを指摘した。そこで，第一の論点として，都心部のマンション

供給と郊外の衰退という二分法的な理解では捉えきれない，大都市圏における住宅・

土地市場の複雑な空間的動態を明らかにすることを提示した。本論文では，その出発

点として，大都市圏を都心部，インナーシティ，郊外内圏，郊外外圏に区分する四帯



 

 

構造モデルを援用することで，各地域のローカルな事例研究をよりマクロな都市圏構

造の議論に位置付けることにした。また，人口や産業の構造的停滞がみられるポスト

成長時代において，住宅・土地の所有関係や土地利用を規定する要因として，地価と

いった交換価値の説明力が低下している可能性を指摘した。そこで，第二の論点とし

て，交換価値だけでなく，高齢化や産業衰退といったポスト成長時代に特有の社会経

済的要因が住宅・土地市場に及ぼす影響を実証的に解明することを提示した。 

第Ⅲ章から第Ⅵ章までの実証研究では，第Ⅱ章で提示した二つの論点について具体

的に検討した。第Ⅲ章では，1980年代以降の国内都市システムの変容を踏まえて，三

大都市圏における住宅市場の空間的動態を比較し，それによって見出された都市圏間

の差異を都市間格差の背景にある産業構造の変化と関連付けて検討した。その結果，

都心部と郊外縁辺部の中間にあたる地域で，三大都市圏の間で住宅投資水準の差異が

みられた。ここで，大都市圏の四帯構造モデルを援用することで，東京大都市圏と名

古屋大都市圏に比べて，大阪大都市圏のインナーシティと郊外内圏では住宅投資水準

が停滞していることを指摘した。そして，バブル経済崩壊後の1990年代後半以降，産

業構造の変化に伴う都心部におけるサービス業集積の都市間格差が，インナーシティ

や郊外内圏における住宅投資の格差に影響していることを指摘した。 

以上第Ⅲ章では，大都市圏の四帯構造モデルを援用することで，三大都市圏のイン

ナーシティと郊外内圏における住宅市場の異なる動態が明らかになった。つまり，大

都市圏における住宅市場の空間的動態を議論する際の出発点として，大都市圏の四帯

構造モデルに依拠することの有効性が示された。また，大阪大都市圏では，ポスト成

長時代における産業再編に伴う大都市圏の労働市場の変化が，インナーシティと郊外

内圏における住宅市場の停滞に影響していたことが明らかになった。 

続く第Ⅳ章，第Ⅴ章，第Ⅵ章では，大都市圏の四帯構造モデルに基づいて，大阪大

都市圏のインナーシティ，郊外内圏，郊外外圏にそれぞれ着目したローカルスケール

の事例研究を行った。第Ⅳ章では，大阪大都市圏を対象にバブル経済崩壊後の戸建住

宅供給の動向を分析し，その空間的パターンを明らかにするとともに，社会経済的変

化が戸建住宅開発に及ぼす影響を検討した。離心的な供給が多いとされてきた戸建住

宅供給は，バブル経済崩壊後，インナーシティやスプロール郊外としての背景をもつ

既成市街地において比重を増していた。特に東部の住工混在地域と南部の密集住宅地

を含む，都心からみて東から南にかけての地域に集中していた。しかし，こうした既

成市街地での戸建住宅供給は，人口減少や住宅の老朽化の進む地域における小規模で

断片的な再開発であり，地域人口の増加には必ずしもつながっていなかった。また，

不動産売却の背景には，バブル経済の崩壊や脱工業化によって事業所が廃業・移転し

たことの影響がある。また，土地所有者の死亡による相続，住宅の老朽化，零細な事

業所の後継者不在などを契機に，住宅や中小事業所（零細な店舗併用住宅や家内工場

など），駐車場が売却されたことも関連していた。 



 

 

以上第Ⅳ章では，バブル経済崩壊後，インナーシティを含む既成市街地で，セクタ

ー的なパターンを持つ戸建住宅供給が発生していることが明らかになった。そこで

は，人口減少・物理的老朽化と，それに起因する小規模で再開発的な戸建住宅供給が

同時発生しており，建造環境の衰退と再生が交錯していることが判明した。また，ポ

スト成長時代におけるインナーシティでは，バブル経済崩壊と産業構造の変化に伴う

産業衰退に加えて，住民の高齢化や住宅の老朽化といった人口と住宅のライフサイク

ルがローカルな住宅・土地市場に影響していることが明らかになった。 

第Ⅴ章では，大阪大都市圏の郊外内圏に位置する，近鉄学園前駅周辺の従来人気の

高かった戸建住宅団地を取り上げ，住民（世代交代の現状）と住宅（建造環境として

の性質）の両面からローカルな住宅・土地市場の動向を検討した。住民の世代交代に

ついて，既存の戸建住宅団地は共通して特有の人口動態を経験し，現在では人口構成

が高齢の親世代に極端に偏り，親世代の転出や死亡によって人口減少が生じている。

そのため，今後同じメカニズムで多くの空き家が発生すると見込まれる。つまり，住

民の高齢化は，既存の住宅団地における住宅や土地の流通を活発化させる。住宅を含

む物理的環境については，土地の大きさや地形条件，老朽化したガレージといった，

開発年代の古い戸建住宅団地でかつて評価されていた要素と，現在の戸建住宅取得者

のニーズとの間には，ミスマッチが生じている。建造環境を含む物理的環境は容易に

改変できないため，こうしたミスマッチは解消されにくく，今後生じる空き家を埋め

合わせるだけの新規転入者を確保できない既存の住宅団地も現れると考えられる。ま

た，郊外化の終焉によって戸建住宅需要が縮小する中，学園前駅周辺のローカルな住

宅・土地市場では，駅に近く条件の良い物件に人気が集中する一方，駅から離れた利

便性の低い住宅団地では地価が大きく下落するなど，二極化の傾向が確認された。 

以上第Ⅴ章では，人口減少段階にある大阪大都市圏では，郊外内圏に位置し，か

つ，従来高級住宅地と評価されてきた対象地域でさえ衰退の兆候が既に現れているこ

とが明らかになった。さらに，ローカルな住宅・土地市場において，駅への近接性に

よる人気や地価の二極化の傾向が表れていることが判明した。また，既存の住宅団地

における住民の高齢化は住宅や土地の流動性を活発化させる一方，住宅（その周辺設

備を含む）という建造環境の老朽化は既存の住宅団地への新たな住民の流入を停滞さ

せていた。つまり，ポスト成長時代では，主に高度経済成長期に開発された住宅団地

における住民の高齢化や建造環境の老朽化が，ローカルな住宅・土地市場に影響して

いることが明らかになった。 

第Ⅵ章では，大阪大都市圏の郊外外圏に位置し，バブル経済期に活発な住宅供給を

経験した郊外を対象に，1980年代後半以降の新設住宅と住宅除却の立地変化を分析

し，その要因について考察した。その結果，大阪大都市圏の郊外外圏に位置する桜井

市では，人口増加と地価高水準の局面にあった1980年代後半～1990年代前半よりも，

人口減少と地価下落局面にある1990年代後半以降のほうが，新設住宅は既成市街地に



 

 

立地しにくく，中心市街地の低・未利用地化が進行していた。結果的に，桜井市の都

市構造は低密度化している。その要因として，大都市圏の住宅市場と対応した住宅供

給の構成変化，郊外間通勤の増加と関連する自家用車中心の生活行動，土地需給の空

間的ミスマッチ，土地所有者の高齢化やバブル経済崩壊を背景とした周辺部での土地

売却や賃貸アパート経営，中心市街地の土地所有者による投資リスクの低い土地活用

としての駐車場経営が挙げられる。特に，住宅建設用地を供給する土地所有者の行動

については，1990年代後半以降，土地所有者の高齢化と農家の後継者不在を背景に，

低・未利用地や農地が，土地所有者の相続を契機として建売業者に売却されたり，相

続税対策として賃貸アパートに転用されたりした。また，駅から離れた工業系用途地

域では，バブル経済崩壊後の経営難で廃業した事業所の跡地が，建売業者に売却され

て戸建住宅に転用された。大阪大都市圏では中心都市と郊外外圏との直接的な結びつ

きが弱まるなか，中心都市への鉄道通勤に代わって，郊外間通勤と自家用車による通

勤が一般化しつつある桜井市では，駅周辺の中心性が低下した都市構造に変化してい

るのである。 

以上第Ⅵ章では，小規模住宅開発に着目することで，地価下落・人口減少局面にあ

る郊外外圏おいて，新設住宅の離心化と中心市街地の低・未利用地化という土地利用

問題が発生していることが明らかになった。さらに，郊外外圏の都市構造の変化は，

郊外化の終焉や多核化によって生じた大阪大都市圏全体の地価や通勤流動の変化の影

響を受けていることも判明した。また，ポスト成長時代において，土地に対する需要

が小さい郊外外圏では，相続や産業衰退と関連する土地所有者側の事情がローカルな

土地市場に強く影響していることが明らかになった。 

以上の内容を踏まえて，第Ⅶ章では，本論文で新たに得られた知見が先行研究に対

してどのような独自性と意義を持つのか議論した。第一に，大都市圏の空間的動態に

ついて，先行研究では都心部の活況と郊外の衰退という単純な二分法に基づいて理解

されているのに対して，本論文では，大都市圏の四帯構造モデルに基づくローカルス

ケールの分析や時系列的な分析を行うことで，複雑で重層的な空間的動態を明らかに

したことが挙げられる。特に郊外では重層的な空間スケールで活況と停滞が同時進行

するという特徴的な動態がみられた。ただし，郊外内圏では，駅に近く条件の良い物

件に人気が集中する一方，駅から離れた住宅団地では地価が大きく下落するなど，駅

への近接性による二極化の傾向が確認されたのに対して，郊外外圏では，1990年代後

半以降，新設住宅の離心化と中心市街地の低・未利用地化によって，鉄道駅の中心性

が低下した都市構造に変化していた。郊外内圏（第Ⅴ章）と郊外外圏（第Ⅵ章）のそ

れぞれに着目し，ローカルな住宅・土地市場の異なる動態を通勤流動と関連付けて検

討した点も，本論文の重要な貢献の一つといえる。しかし，最も重要なことは，ロー

カルスケールの住宅・土地市場の動態が大都市圏全体の構造変化と連動ないし関連し

ているということである。つまり，大都市圏内部におけるローカルな住宅・土地市場



 

 

の動態は，都心部，インナーシティ，郊外内圏，郊外外圏との相対的関係の中で理解

されるべきであると主張した。 

第二に，大都市圏の住宅・土地市場について，交換価値だけでなく，産業衰退と関

連する要因や，人口や住宅の「老い」と関連する要因が，ローカルな住宅・土地市場

に強く影響していることを実証的に明らかにしたことが挙げられる。バブル経済崩壊

後の不況と産業構造の変化に伴う産業衰退を背景に，事業所の廃業・移転が建売住宅

を中心とした住宅開発の用地を発生させていた（第Ⅳ章，第Ⅵ章）。また，人口のラ

イフサイクルによる高齢化を背景として，土地所有者の死亡による相続，零細な事業

所・農家の後継者不在，世帯主の転出を契機に不動産が売却されていた（第Ⅲ章，第

Ⅴ章，第Ⅵ章）。大阪大都市圏のインナーシティ，郊外内圏，郊外外圏では，人口動

態は停滞し，住宅投資も比較的低水準であり，現状としては，土地所有者側の事情に

起因して土地が売却され住宅供給が起きている。今後，一方では住宅需要が縮小し，

また一方では人口の高齢化と建造環境の老朽化が進んでいくことを踏まえると，土地

市場における供給過剰が予察される。このように，ポスト成長時代の大都市圏では，

少産少死世代の住宅需要側に起因する開発だけでなく，多産少死世代の土地所有者側

に起因する開発も重要な役割を果たすことを指摘した。 

第三に，グローバルな縮小都市研究に対して，縮小可能性の高い大阪大都市圏を取

り上げることで，日本の事例に基づく知見を提示したことである。大阪大都市圏の事

例を踏まえると，日本の都市縮小は，バブル経済崩壊後の不況だけでなく，産業構造

の変化や少子高齢化などが複合した結果として発生していると考えられる。ただし，

アメリカの縮小都市の特徴的な要因を脱工業化とするならば，世界的にみて急速な少

子高齢化を経験する日本の縮小都市は，多産少死世代と関連するライフサイクルが特

徴的な要因と位置付けられる。また，アメリカと日本の縮小都市では，郊外外圏で対

照的な動態が観察される一方，インナーシティと郊外内圏の動向は類似していること

が判明した。つまり，縮小都市の国際比較においても，大都市圏の四帯構造モデルに

依拠した議論が有効である可能性が示されたのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（論文審査の結果の要旨） 

1990 年代後半以降、日本の社会は、経済が停滞するとともに、少子高齢化の進行に

よって人口が減少するポスト成長の時代へと転換したとされる。こうした状況が長く

続くなか、日本の大都市圏では、空間的にも社会経済的にも、さまざまな面で衰退と

縮小の様相が現れてきている。このような近年の日本の大都市圏に見られる縮小の傾

向は、アメリカ合衆国の工業都市や旧東ドイツの都市が示す縮小の様相とは、異なる

特質をもつ。本論文は、脱工業化の停滞と人口減少が続く大阪大都市圏を対象に、住

宅および不動産市場に焦点を当てて、大都市圏内部における空間構造の今日的な変容

とその要因の解明に取り組んでいる。 

 本論文が、従来の日本の大都市圏を対象とする都市地理学に対して新たな貢献をし

た点で、特筆すべきことがらは、以下の三点に要約することができる。 

 第一に、世界的に見ても、他に先駆けて停滞と縮小が進行する、先端的な事例であ

る大阪大都市圏の内部構造の解明を通じて、グローバルな視点での都市圏研究に貢献

していることが挙げられる。論者の研究の根幹には、成長局面を暗黙の前提とし、都

心部と郊外という二つの地帯を対比させて議論する、従来の研究への批判がある。論

者は、こうした問題意識から、金融業を中心とするサービス産業の集積を強めること

により、世界都市としての地位を維持する東京大都市圏とは対照的に、経済のサービ

ス化の停滞と人口減少が続く縮小大都市圏の典型である大阪大都市圏を研究の対象と

している。論者は、大阪大都市圏のインナーシティ、郊外内圏、郊外外圏のそれぞれ

の地域についての詳細な分析に基づいて、産業構造の変化や少子高齢化だけでなく、

住民の世代交代など、さまざまな因子の複合的な作用を明らかにし、脱工業化を主な

要因とするアメリカ都市の縮小との違いを指摘している。論者の研究成果は、単一の

都市あるいは都市圏のモデルに代えて、形成から成長、発展、衰退、再生といった、

さまざまな段階にある都市および大都市圏が重層的に展開する空間動態モデルを構築

する妥当性と必要性とを明確に裏付けている。 

 第二に挙げられるのは、京都や神戸の影響が少なく、大阪大都市圏の特徴がもっと

も際だつ東方向のセクターを中心に、三つの事例地域を取り上げ、都心からの距離に

応じて、住宅と土地、居住者と就業・通勤様式、産業構造の変化など、相互の関わり

方が異なり、それが住宅地の空間パターンに反映されることを明らかにしたことであ

る。大阪都心部周辺の既成市街地では、事業不振や住民の高齢化によって、新規の不

動産供給と住民交替がモザイク状に進展している。近鉄学園前駅周辺では、都心部へ

の通勤が卓越しているため、駅周辺の不動産市場が活況を呈するのに対し、かつては

人気の高かった、駅から離れた閑静な高級住宅が若い世代の住民に必ずしも好まれな

い状況である。さらに都心から遠い桜井市では、中心都市ではなく郊外圏への通勤が

主流になってきているため、駅から離れた、自動車を利用する生活に便利な地点が居

住地として選択される傾向がある。これらは、インナーシティにおける消極的な住宅



 

 

更新の実態や、大都市圏郊外の内圏と外圏とでは通勤駅の役割が逆転することを指摘

するもので、都市圏研究において興味深い知見と評価できる。 

 第三は、丹念で緻密かつ精力的な分析により、これまでの研究では、明瞭に把握さ

れることの少なかった複雑な居住空間の様相を析出することに成功している点であ

る。住宅や不動産市場に関する統計資料は、集計の単位地区や時期が必ずしも統一的

ではなく、居住者および所有者とその社会経済的属性、住居・土地とその構造や価格

等の情報が対応する形で公表された統計資料もない。そうした困難性を、各種のデー

タを組み合わせる、複数の年次にわたる住宅地図から家屋や区画の数量を拾い出すと

いった膨大な作業をこなすことにより、分析に必要なデータを自ら作り出して克服し

ている。さらに GIS（地理情報システム）を援用して、こうしたデータを地図化する

ことにより、分析結果をわかりやすい形で提示し、知見を説得的なものとしている。

また、論者による研究成果は、このようなデータ分析に加えて、不動産業者や自治会

等の関係者への聞き取りや現地踏査など、さまざまな手法を柔軟に組み合わせた調査

の賜であり、大都市圏における住宅研究や不動産市場研究に大きく寄与したと評価で

きる。 

 以上のような大きな意義を有する本論文であるが、改善の望まれる点がないわけで

はない。本論文では、建造環境というハード面の分析が中心となっており、縮小する

社会という歴史的文脈のなかで、人々の暮らしや価値観の変化を都市圏の空間構造の

変化とどのように関係づけるかについて、議論がやや希薄なきらいがある。また、大

都市圏を都心部、インナーシティ、郊外内圏、郊外外圏に分ける四地帯モデルの可変

性や、地帯区分に関わる問題についての考察が十分でない点も惜しまれる。しかしな

がら、これらの点は、論者が今後の研究のなかで克服しうるものであり、住宅および

土地市場の分析を通じて、大阪大都市圏の空間構造の特質を明瞭に析出した本論文の

優れた内容を大きく損ねるものではない。 

 以上、審査したところにより、本論文は博士（文学）の学位論文として価値あるも

のと認められる。2019 年 2 月 12 日、調査委員４名が論文内容とそれに関連した事柄に

ついて口頭試問を行った結果、合格と認めた。 

なお、本論文は、京都大学学位規程第 14 条第２項に該当するものと判断し、公表に

際しては、当分の間、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを

認める。 

 

 

 

 

 

 


